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救急医療等の医療体制に係る  
現状と課題について   

平成21年7月9日  

厚生労働省医政局指導課  

救急医療等の体系図   



救急医療等の予算補助事業  

○ 政策目的に照らして、地域において必要な医療提供体制の構築を促す観点から、奨励的   

な予算補助事業（施設一設備整備費、運営費、人材確保等）を実施  

○ さらに、救急医療、小児救急医療、へき地医療等の医療提供体制確保に係る費用で、診   
療報酬でまかないきれない不採算部分等について、予算補助事業を実施  

運営費  

・救命救急センター  

・ドクターヘリ導入促進事業  

・管制塔機能を担う病院  

・共同利用型病院  

・救急医療情報センター  

・総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医  

療センター  

・小児救急医療拠点病院  

・小児初期救急センター  

・小児救急医療支援事業 等  

施設・設備整備費  

救命救急センター  

病院群輪番制病院、共同利用型病院  

休日夜間急患センター  

総合周産期母子医療センター、地域周産期母  

子医療センター  

小児救急医療拠点病院  

小児初期救急センター 等  

人材確保  
・救急勤務医支援事業  

・救急医療トレーニングセンター運営事業  

・救急医療専門領域医師研修事業  

・産科医等確保支援事業  

・ヘリコプター等添乗医師等確保事業 等  

その他  
・救急患者受入コーディネーター事業   

一 救急救命士病院実習受入促進事業  

・小児救急電話相談事業 等  

救急医療の確保のための主な施策  

救急  
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病院前救護  】 初期救急医療  二次救急医療 I 「ニーーー…一－…－－→医師等の医療従事者  三次救急医療 

救急医療に係る医療連携†本制を定めた医療計画の策定  部定員の増加 

消防法に基づく救急搬送・受入ルールの策定  

土会医療法人の認定要件の一つに、  
一定水準以上の救急医療の実施を規定  

医舶能情報の提供制度  

救急救命士病院実習受入促進 

、負   レー‾、 ◆、  
の  救急医療情報センター運営事業  

救急勤務医支援事業 
救急患者受入コーディネーター確保事案  

． 

救急医療専門領域医師研修事業  
l   
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l  

l  

院早における救命救急入院料の手厚い  
平  （救急搬送診察料）の引上げ   l診療所での夜間等の診療を   

成  
ドクター・ヘリ等による診療の評価  

精神科疾患への診療の大幅な加算  
20 
年  脳卒中対策として、t－PAによる超急性期の治療の評価  

度 診  産科  勤務  
療  科に  
報  
酬  （入院時医学管理加算）  医  助体制加算の新設 
改  
定 

l       憲浣豊科、整形ご莞ミ及び脳惣 
（産科）妊産婦緊急搬送入院加昇の新設   

に  
ぉ  （産科）ハイリスク妊産婦の入院管理を評価  

け  
る （小児）超重症児・準超重症児入院診療加算の引き上げ  

措  
置  匝性期後の入院機能の評価（亜急性期入院医療管理料2の新設り  

l 【  1救急入  
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周産期医療の確保のための主な施策  

地域（行政・住民）  
周産期医療  

正常分娩   地域周産期母子医療センター  総合周産期母子医療センター  
医師等の医療従事者  

屠産期医療に係る医頼通携体制を定めた医療計画の策定  
医学部定員の増加  

消防法に基づく枚急搬送・受入ルールの策定  

制  
医学部の地域枠の拡大  

基準病床数制度における特例病床の対象に周産期疾患に係る病床を規制  
度  
上  社会医療法人の認定要件の一つに、一定水準以上の周産期医療の実施を規定  
の  

産科の研修プログラムを策定  

措 置  医療Ⅰ搾能†貴報の提供制度  

【定の臨床研修病院は、  
l  l  

産科医療補償制度  

診療行為に係る死因究明制度（検討中）  
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産科医療鯛への妄亘］  地域周産期母子医療  総合周産期母子医療   露‡ユ僕等 保育手書ま      センター運営事業  センター運営事業   才蓉手斗医芸育成音浮雲萱  

予  周産期医療施設施  警備車業  
算  

l大学の露出阪養成に対寸る古揺 医師交代勤托導入等に よる勤務環境整備  

上  
の  

周産期医療ネットワーク整備事業  女性医師等の働きやすい職場三貴 境の整備  
措  

l  l  

l  

置  院内助産所の設置等、助産師の活用への支援  

l  

産科・小児科医療体制の集約化一重点化への支援  

タ‡娠一出産をサポートする先駆的な取組に対する助成  

医療リスクに対する支援御」の璧隠   

（新設・拡大・引上）ハイリスク  産婦に係る入院管理の評価 

）ハイリスク妊産婦に係る医療連携の評価  
具体的な計画を評価  

（新設）妊産婦の緊．  

】   （新設）勤務医負担軽減の  

（引上）ハイリスク新生児に  

（引上）医師が同乗する  

く慧芋豊吉諾意をl   

（新設）産科等を含む捻合   5   

小児救急医療の確保のための主な施策  

小児医療  
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初期小児救急医療  ■  二次小児救急医療  ●  三次小児救急医療  
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学部の酬   

小児医療に係る医療連携体制を定めた医療計画の策定  

（
小
児
救
急
中
心
）
 
 

制
度
上
の
措
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消肪法に基づく救急搬送・受入ルーールの策定  

社会医療法人の認定要件の一つに、一定水準以上の小児医療の実施を規定  定の臨床研修病院は、  
一 小児科の研修プログラムを策定  

基準病床数制度における特例病床の対象に小児疾患に係る病床を規定  l  

医療機能情報の提供制度  
】  

l l                         －こ－－－－－－－－－一一－－一一－－－－一一一－－「－－一一－－－－－－－－－－－一一一－－－－一一一丁－」－－－一－－－－－一一－－－－－－一一→－－－－－－一一一－－－－－－－－  

l  

‡匝救急医画  小児救急電話相談事業  小児救急専門病床確保事業  （
小
児
救
急
中
心
）
 
 

予
算
上
の
措
置
 
 

l  

、児救急医療拠点病院  

小児初期救急センター施設・設備整備事業  小児救急医療拠点病院施設・設備整備事業   

小児医療施設施設・設備整備事業  

地域の小児医療の中核的病院における、手厚い人員配置をさらに高く評価  
（小児入院医療管理料）  

※小児（外）科医20人以上、乳幼児等手術年間200例以上、7：1以上看護配置等  

診療所での夜間等の診療を新たに評価  

（
小
児
救
急
中
心
）
 
 

平
成
2
0
年
度
診
療
報
酬
改
定
に
お
け
る
措
置
 
 

入院早期における救命救急   
入院料の手厚い評価  

務医負担軽減策の具体的な計画を評   
（入院時医学管理加算（再掲））  産科、小児科、内科、整形外科、及び脳神授  

外科に係る入院医療を提供している病院の評価  
（入院時医学管理加算）  

医師事務作業補助体制加算の新設  

（小児）超重症児・準超重症児入院診療加算の引上げ  

（小児）時間外等の外来医療の評価  
急性期後の入院棲能の評価（亜急性期入院医療管理料2の新設）  

救急外来等で死亡した患者を入院と見なし入院料等を評価  
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救急医療等に係る課題と必要な支援  

「出口の問題」   救急医療の需要増加  救急患者受入体制の不足  

・後方病床との連携不足   
・在宅医療との連携不足  

l  

1 1  

：：・病院間搬送の体制不足  
ll一－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－＿＿＿l  

救急医療機関の減少  

勤務医の疲弊  
救急搬送件数の増加  
地域の搬送・受入ルールが不明確  

管制塔機能やコーディネーター梯能  

＿が蚤土乱‖＿‖－＿＿‖＿＿＿＿■－＿＿■  

・低出生体重児等ハイリスク分娩の  
増加  

l  

■：：・分娩施設の減少  

：：・NICUの不足  
＿  

－ トーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー  

1   

・ト重篤な小児救急患者の受入体制の  

l＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

ト1～4歳児死亡率が高い  

；不足  
l＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿．＿．＿＿＿＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿＿  

必要な支援  救急医療機関への支援  
→確実に患者を受け入れる救急医療機関を支援  
→実績に応じて救命救急センター・二次救急医療機   

関や周産期母子医療センターを支援  
→救急医療に参加する診療所を支援  

→小児の救命救考医療を担う医療棟関を支援  
→小児の集中治療・専門的医療を提供する小児集   

中治療室を支援  

円滑な搬送・受入体制の構築  
→地域の搬送・受入ルールに協   

力する救急医療機関を支援  

後方病床・在宅療養の機能強化  
→後方病床の手厚い配置を支援  
→在宅療養者への診療支援を支援  

地域の医療機関等との連携強化  
→鱒命救急センター・二次救急医療機関と支援医療機関や在宅医療との連携を支援  
－→周産期母子医療センターと分娩施設や在宅医療との連携を支援  

救急医療を担う医師の勤務環境の改善  
→医師の処遇改善の取組を支援、実績に応じた医師への手当支給を支援  

1－1∴救急医療体制の現状  
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救急出場件数及び搬送人員の推移  

救急搬送件数は、この10年間で約1．5倍の年間約500万件まで急速に増加。  

さき  臼  5  ，□  調  弔  噌  封  1S  

ぐ注）1平成王0年以降鴫亀揖靂詩象及び報道人員について富まへノッコブタ一辺境分を含む㌻  
2 各字とも星屑から箋√≡月までの教範であるコ  

9  
「救急・救助の現況」（総務省消防庁）  

10年間の救急搬送人員の変化（年齢」重症度別）  

救急搬送件数の伸びは、年齢別では高齢者が多く、重症度別では軽症ヰ等症が多い。  
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軽症  中等症  重症  軽症  中等症  重症  0  

軽症  中等症  重症  

9年由   

成人   高齢者  
体   

（18歳未満）  （18歳～64歳）  （65歳以上）   

小児  

1．2万人   13＿6万人   32．8万人  

重症  0．7万人減   2．5万人減   7．9万人増  

－37％   －16％   ＋31％   

10万人   63．3万人   107＿2万人  

中等症  1＿5万人増   5．6万人増  55＿8万人増  

＋17％   十9％   斗108兎 

37．3万人   133．9万人   82．1万人 

軽症  9．1万人増   28＿2万人増   里方人馳 
＋32％   ＋26％   ＋145％  

平成9年中  

全体   小児   成人   高齢者   

重症  1．9万人   16，1万人  24，9万人   

中等症  8．5万人   57，7万人  51．4万人   

軽症  28，2万人  105＿7万人  33．4万人   

「救急・救助の現況」（総務省消防庁）のデータを基に分析したもの  



救急医療体制の整備状況の推移  

（各年3月31日時点）  

16年   17年   18年   19年   20年   

三次救急  

（救命救急）   
170   178   189   201   208   

入院を要する救急医療  
施設  3，253   3，238   3，214   3，153   3，175  

二次救急  
（入院を要する  

（施設数）  

救急）  

（地区数）   （403）   （411）   （411）   （408）   （405）   

休日夜間急患センター  
（施設数）   

510   5J12   508   511   516  
一次救急  
（初期救急）                在宅当番医制  

（実施地区数）   
683   677   666   654   641   

（厚生労働省医政局調べ）  

11  

診療科別医師数の推移  

医師の総数は増加しているものの、医師が減少傾向にある診療科もある。  

医
師
数
 
（
平
成
6
年
を
1
と
し
た
場
合
 
）
 
 8年  10年  12年  14年  16年  柑年  

※ 平成18年より研修医の分類が創設  
され、従来の独立した診療科から移  
行した医師もいるため、それ以前と  
の単純な比較はできない。  

12   
（出典）医師・歯科医師・薬剤師調査  
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病院勤務医の勤務状況  

図表106 診療科別 直近1週間の実勤務時間（平均）  図表1101か月あたり平均当直回数（医師）  
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00  Z10  ∠氾0  瓜0  

nの 1．（刀  2（D  ユ〔D  

封本「蘭）  

内剛斥10刀）  

精神抽胡）  

ノ」増双rf＝く更茹）  

タ棒Kr胡））  

脳博砂1科（作壬17）  

鄭別科（ー下3花）  

屈斗塵談軋rFく立））  

救糾rF瑞）  

その慢「招1勾  

酬「再）  

13  
「病院勤務医の負担軽減の実態調査報告書（案）」（平成21年4月22日中央社会保険医療協議会・診療報酬改定結果検証部会資料）  

消防法の一部を改正する法律の概要（平成21年5月1日公布）  

○ 傷病者の搬送及び受入れを円滑に行うことが、傷病者の救命率の向上や後遺症の軽減等の観点か   

ら、重要な課題。このため、消防法を改正し、都道府県において、医療機関、地域の医師会、消防機関   

等が参画する協議会を設置し、地域の搬送・受入ルールを策定することとしたところ。  

′・〆 q亡ゝ  
①
傷
病
者
の
発
生
 
 

②  

先
医
療
機
関
の
選
定
 
 

（∋救急搬送  ④救急医療  

＜搬送・受入ルール？  

①抑止  

②消防機関が傷病者の状況を確認し、①のリストの中か   

ら搬送先医療機関を選定するためのルール  

③消防機関が医療機関に対し傷病者の状況を伝達する   

ためのルール  

④搬送先医療機関が速やかに決定しない場合におぃ三   

傷病者を受け入れる医療機関を確保するためのルール  

都道府県において、医療機関、地域の医師会、  

消防機関等が参画する協議会を設置し、地域  

の搬送・受入ルールを策定  

※既存のメディカルコントロール協議会等の活用を想定  

消防機関は、搬送・受入ルールを  
遵守しなければならない  

医療機関は、搬送・受入ルールを  

尊重するよう努めるものとする  
14  
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1－2．周産期医療体制の現状  

15  
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16  ※ N】CU ：新生児集中治療管理室  
MFICU：母体・胎児集中治療管理室  
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総合周産期母子医療センター数、  

地域周産知母子医療センター数の推移  

総合周産期母子医療センター数の推移  地域周産期母子医療センター数の推移  
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（厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保虐姦調べ）  

分娩施設数の推移  

厚生労働省「医療施設調査」   
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出生数及び出生時体重2，500g未満の出生割合の推移  

この20年で、出生数は横ばい・減少となっているが、低出生体重児の割合が増加している。  

厚生労働省「人口動態統計」  

新生児集中治療賢（NICU）数」  

・胎児集中治療室（MFICU）数の推移  母体  

平成8年  平成11年  平成14年  平成17年  
20  

10・  
厚生労働省「医療施設調査」  
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母体及び新生児の搬送受入れ  

○約8割の総合周産期母子医療センターにおいて、新生児集中治療管理室（NICU）の病   

床利用率が90％超。母掛新生児の搬送受入れが困難である理由として、「NICU満床」   
と回答したセンターは9割を超えている。  

「周産期医療に係る実態調査（平成20年10月実施）」結果にみる現状について  

NICU病床利用率について  

（総合周産期母子医療センター19年度実績）  

母体及び新生児搬送受入ができなかった理由について   
（総合周産期母子医療センター19年度実績）  

理 由   
NICU  MFICU  診察可能   
満床   その他     満床  医師不在   

センター数   49   3l   12   30   

割合（％）※  92．5％   58＿5％   22．6％   56＿6％   

理 由   
NICU   診察可能   

満床   医師不在   その他  

センター数   41   5   12   

割合（％）※   97．6，i   11＿9％   28＿5％   

※回答センター故に対する割合  

（厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課調べ）  

1－3．小児救急医療体制の現状  

Z2   
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1～4歳児の死亡率の国際比較  

○ 我が国は、乳児死亡率は低いにも関わらず、ト4歳児死亡率は高く、他の国と異なる   

状況にある。  ※乳児死亡率（生後1年未満の死亡の出生1．000に対する比率）  

乳児死亡率と1－4歳児死亡率の関係  1－4歳児死亡率の国際比較  

1
～
4
歳
死
亡
率
（
対
相
方
）
 
 

乳児死亡率（対1000出生）   

出典）厚生労働科学研究「新生児関連疾患が我が国の幼児死亡に与える影響」主任研究者池田智明（国立循環器病センター）  

小児救急医療体制の整備状況  

小児専門病院の小児集中治療室の病床数  救命救急センターの小児救急専門病床数  

（平成19年12月1日現在）  （平成20年3月31日現在）  

救命救急センター運営病床数  

施設名  

総数   小児救急専門病床  

（床）   （床）   

A   36   6   

B B 30   1   

C   42   6   

D   32   2   

E   31   2   

F   30   2   

合計6施設   201床   19床   

小児集中治療室   

施設数  
病床数  

小児集中治療室の病床の内訳  
（数）        術後用  重症・  

救急用  

（床）    （床）   

術後患者用病床のみ有リ   3   16   0   

重症■救急患者用病床のみ有リ   6   0   65   

術後患者用病床と   
重症・救急患者用病床有り   

3   36   20  

術後患者用病床と   
重症・政急患者用病床の区分なし   

3   23  

15施設   
160床  

合計  

（52）  っ（85）   

小児総合医療施設協議会調べ   厚生労働省医政局指導課調べ   
12  

丁‾‾1i  



2．今後の課題について  

25  

救急医療の充実   
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「周産期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談会」報告書の概要   

ん周産期救急医療における「安心」と「安全」、の確保に向けてヰ  

平成21年3月4日  
厚生労働省医政局指導課  

1救急医療部門と周産期医療部門等の連携強化  

2 周産期医療対策事業の見直し  

3 救急医療・周産期医療に対する財政支援とドクターフィー   
ー 農産抑tこついて、診療実績を客観的lこ評価する仕組みを検討  

・丑金敷急センターや二次救急医療機関の妊産婦の受入れを推進するための支援  

4 地域におけるネットワーク  

・周産期母子医療センター等から盤塾卵の搬送（戻り搬送）の促進  

5 医療機関等におけるリソース維持一増強  

・新生児集中治療室（NICU）について、地榔じた整備と支援（出生1万人対25～30床を目標）  

・養生盈回復期治療室（GCU酬応能力の強化  
・重症心身障害児施設等の後方病床や短期入所病床の整備と支援  

・人的リソースの維持・増強（適切に処遇するための厚師への手当等に対する支援）  

6 救急患者搬送体制の整備  

・重症患者に対応する医療機関を定めるなど、地域において、卿ルを作硬  

・覿皇児め施設週盤送呈蜘重畳  

7 搬送コーディネーター配置等による救急医療情報システムの整備  

・空床情報の入力等を担当する医師事務作業補助者鴫塞  

8 地域住民の理解と協力の確保  

9 対策の効果の検証と改良サイクルの構築  

「救急医療の今後のあり方に関する検討会」中間取りまとめの概要  平成20年7月30日  
厚生労働省医政局指導課  

主な提言内容   

安心と希望の医療確保ビジョン  
第三次救急医療機関の充実  

放念救急±之皇＝に艶まる薪出払課俵  

・求められる機能の明確化、第三者の視点・検証が可能な評価、地域特性等を勘   
案した評価項目を導入  

・交代勤務制を含む病院勤務医の労働環境改善に係る評価項目を追加  

・評価結果をできる限り詳細に国民へ情報提供  等  

2 地域で支える医療の推進  
（1）救急医療の改善策の推進  

甲  

休  
日  

の 勤  
怠  
医  
療  
を  
嘩  

フ 医  
師  
に  

対 す  
る  

ァ 救急医療の充実  
①量的充実  
・調査に基づく初期、二次、三次救急の更なる整備  
②質的充実  
・管制塔機能を担う医療機関の整備・人材の育成  
・医師等の交代勤務制の整備  
・地域全体の各医療践関の連携   

急性期を脱した患者を受け入れる病床の確保   
救急患者の効率的な振り分け等  

・医療機関と消防機関との連携強化   
救急患者受入コーディネーターの配置等  

・住民とわ情報共有  

敷金救急至芸乙皇＝5a莞應嬰あ旦左  

・救急医療に関するニーズの増大等により、救命救急セか、救急医療を担う痺   
院姐医王三過度旦負盟  

・救命救急センターと同等の実績等がある施設であれば新たに救命救急センター   
として位置づけ  

，ヘリコプター等による搬送やITの活用も検討  等  

第二次救急医療機関の充実  イ 夜間・救急利用の適正化  
①国民への普及啓発  
・夜間救急外来の適正利用等  
（∋小児救急電話相談事業（＃8000）の拡充等  

選二次救急医療機馳華況及び生残の容僅  

・地域の実情に応じた取組を支援  

・救急医療機関の連携を推進しつつ．第二次救急医療機関の機能旦重宝を図る  

・全ての第二次救急医療機関について、診療体制や活動実績に関する調査を実   
施し、診療実績に応じた支援を検討  等  

救急搬送における課題と円滑な受入れ推進について  

医療機憫と消防機儲の連携  

・病状に応じて適切な医療機関  

・ER型救急医療機関については、まず正確な実態把握を行う  

‾ 
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平成21年7月8日  
厚生労働省医政局指導課  「重篤な小児患者に対する救急医療体制の検討会」中間取りまとめの概要  

すべての重篤な小児救急患者が地域において必要な救命救急医療を受けられる体制について検討  

∴∴－たこ二∵‥∴十三、・－－⊂コ  
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1． 評り冒 ［重宝垂コ”  

1．小児救急患者の搬送と受入体制の整備  

・改正消防法に基づき都道府県に設置する協議会に  
小児科医も参加し、吐盟塵急患者の搬送・受入ルー  

姓皇差足  

・消防機関が小児救急患者の緊急度や症状等を確認  
するための基準を策定  

・ドクターヘリ等を活用し、必墓⊆応じて県域を越えた  

広域の連携体制を構築  

・小児救急患者の受入体制を医療計画に明示し、住民  
に周知   

3．急性期の集中治療・専門的医療を担う体制の整備  

イ超急性期」を脱した小児救急患者に土星珪卿台療室の整備のための支援が必要  

t小児の救命救急医療及び集中治療を担う医師及び看護師を養成  

・地域全体で、病院前救護から、「超急性期」「急性期」を経て、在宅医療を含む「慢性期」にいたるまでの医療提供体制を一体的l各席  

平成20年8月29日  
厚生労働省医政局指導課  

「救急医療用ヘリコプターの導入促進に係る諸課題に関する検討会」報告書の概要  

1＿助成金交付事業に関する制度のあり方  

・法第9条に基づく法人の登録に関する基準  

・助成金交付事業の対象  
（D基盤整備に要する費用、②運航に要する費用  
③運航円滑化のための費用、④調査研究に要する費用  

助成金交付事業に係る  

登毒剥こ関する省令を制定  
（平成20年4月施行）  

房琶忘＼  
2．ドクターヘリの配備のあり方  

・救命救急センターまでの陸路による搬送時間が30岬  
は、ドクタ珊討が必要（なお、人口規模は小さくとも、離島やへき地等については配慮が必量）  

・人口規模が大きい地域では複数配備の検討も必要  

・一般的には、同職止る複数配備は、追加配備による効果・効率性等について検証等を行った上で、段階的に進めること  
が考えられる  

■飛行範囲円に近隣県が含まれる場合、複数の都道府県による共同運用の検討も必要  

・他の機関（消防等）が運用するヘリコプタ漱ヘリとの役割分担や連携体制の構築も必要であり、医療機関と消防機関等との  

協議の場の活用等が必要  

3．ドクターヘリの運用のあり方  

・ドクターヘリを配備した医療機関以外の医師を交代で搭乗させるといった複数の医療模関の共同蓮見左墓  

・効果的・効率的な運用のためには、関係者が協議する  
ことが重要  

・災害時のドクターヘリの運用方法について検討が必要  

において、運航実績、救命効果等†こついて継続的lこ検証し、改善に努める  

30  

・安定的に運航を継続するためには、  について   




